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研究成果の概要（和文）： 

ポストモダニティの視点から検討した結果、戦後日本の食料消費はモダン、ポストモダン、
ポスト－ポストモダンという段階を踏みながら展開してきたと判断された。そして、さらにポ
スト－ポストモダン型消費が進むならば、国内の食料生産と流通のあり方に大きな変革が必要
となることが明らかになった。消費者とのワークショップ、英仏での実態調査からは、そのた
めの新たなフードシステムとして、直売が可能性をもつという結論が得られた。 

 

研究成果の概要（英文）： 
Our post-modernity analysis showed that the transition in Japanese food consumption 

composed of three stages as modern, post-modern, and post-post-modern in post-war periods. 
Obviously further extension of post-post-modern consumption would require substantial 
reforms of domestic production and distribution systems. It is concluded that direct 
transaction between producers and consumers can possibly grow as an alternative food 
system from our workshop discussion with citizen and field surveys on French and UK 
experience. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 1990 年代半ばにわが国の食行動は劇的に
変容した。バブル経済崩壊後の価値観の転換
と本格的な経済・社会のグローバル化を背景
にして、消費社会の「ポストモダニティ化」
が進み、食料消費はその尖兵のごとく大きく
変化している。そのため、現代のフードシス
テムはそのフレームワークと関連制度の大
幅な見直しを迫られている。しかしそのこと
は学術・行政分野で十分に理解されていない。
今日提案されている多くの食料・農業・農村
政策は戦後の「モダン型」政策を延長したも
のに過ぎない。 

 

２．研究の目的 

 

 本研究は、現代の食行動を新たな視角から
分析し直し、「産直」と「直売所」をオルタ
ナティブフードシステムと位置づけながら、
現代に適合する食料供給構造を再設計する
ための足掛かりをつけることを目的として
いる。90 年代半ばの食料消費の変容をポス
トモダニティ型食行動という社会学的な視
点を組み込みながら、食の安全・信頼、原産
地、生産履歴、景観保全、生態サービス、地
域支援、人権などのトピックスに関連する新
しい時代の食料消費行動について、現代の消
費行動理論に基づいた計量経済学的な分析
を行う。その結果をもとに、これらの食行動
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を実現するための新しい食品流通経路（オル
タナティブフードシステム）のあるべき構造
と機能を検討する。 

 

 

３．研究の方法 

 
(1) ポストモダニティ型食行動について消
費統計の整理しながら文献調査等を基に分
析する。また農業者や食品事業者へのインタ
ビューを適宜行うことで、仮説の構築とデー
タの読み込みを充実させる。 
 
(2) 東京大学西東京フィールド周辺の地域
住民とのワークショップを実施して、直売所
への期待や地産地消への意向を収集する。10
名ほどを一つのテーブルに着席させてテー
マを与えて意見交換をしてもらう。5テーブ
ル同時に進行させるために、ワールドカフェ
方式の運営方法を利用する。東京大学生態調
和農学機構で実験直売所を開設するという
仮定のシナリオを提示して、その際にどのよ
うな実験を行うかというテーマ設定をして
積極的に議論を誘導するように工夫する。 
 
(3) オルタナティブフードシステムの候補
である生協産直と直売所の実態について国
内の事例を調査する。 
 
(4) わが国の食行動や産直の実態が特殊日
本的なものかどうかを相対化して分析する
ために、イギリスとフランスで海外共同研究
者の協力を得て直売所等の実態調査を行い、
また現地で共同研究者と討議を行う。 
 
(5) 直売所や産直関係の当事者等も参加す
る研究会を開催する。食行動の解析結果、海
外調査報告、オルタナティブフードシステム
の設計案などについて討議する。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) ポストモダニティなど社会学的観点を
取り入れながら戦後わが国の食料消費の動
向を検討した結果、モダン、ポストモダン、
ポスト－ポストモダンの 3タイプの消費スタ
イルが時期を追いその順番で現れて、それら
は一部重複しながら展開していったことが
明らかになった。その背景には、人口増加、
経済成長、都市拡大といった社会の構造変化
が深く関わっていて、モダン型（終戦期～60
年代が中心）からポストモダン型（70 年代～
90 年代前半が中心）へと変遷する過程におい
て、食料需要の増加と都市への集中、地域内
食料供給の減少、遠隔地産地の形成と広域流
通化が進んだ。ところが 90 年代後半になる

と、ポスト－ポストモダン型消費スタイルが
登場するのだが、それには、社会変化が転換
点を迎えて、人口減少、経済停滞、都市縮小
が始まったことが強く影響している。今後、
モダン型やポストモダン型消費スタイルへ
再び回帰する可能生は極めて低く、食料生産
や流通のあり方を大きく変えなければなら
ないことは明確であることから、オルタナテ
ィブフードシステムを導入することの意義
が確認された。 
 
 
(2) 東京都西東京市において毎回 50 名ほど
の市民の参加のもと、計 5回のワークショッ
プを開催して、双方向型の意見聴取を実施し、
オルタナティブフードシステムの一つの手
段である直売所に対する期待を調査した。安
全・安心の確保、生産者との交流、食料自給
率向上への関与、食育の実践、地域コミュニ
ティの再生など多面的な機能があるとの認
識が明らかになった。同時に単純な直売所で
はそれらの機能を発揮することは難しく、周
到なシステムの設計が必要であることを改
めて確認した。 
 
(3) 宮城県内のみやぎ生協と取引先産地の
取引実態を調査して、大震災時の産直活動が
果たした役割の詳細を明らかにした。また山
形県長井市の生産者が開設した直売所を調
査して、その地域振興へ果たした役割を評価
した。それぞれ市場型流通では達成し得ない、
オルタナティブフードシステムがもつ機能
を確認した。 
 
(4) イギリスとフランスのローカルフード
経済の実態調査を行った。わが国で発展して
きた生産者主導型直売所、宅配野菜ボックス、
産消提携が英仏でも急速に拡大しているこ
とが観察されて、英仏と日本とを比較分析す
る意義が改めて確認された。また都市型直売
所であるマルシェについてパリの事例を中
心に検討した結果、小規模専門小売店のもつ
機能が再認識された。 
 
(5) 現代の食料消費はポスト－ポストモダ
ン型へ転換しているという結論、それへの対
策としてオルタナティブフードシステムを
振興していく必要性について、実務者（生協、
青果物卸売業者）や海外研究者（英・仏）と
それぞれ研究会を行ってディスカッション
した結果、いずれも概念上のフレームワーク
と議論の妥当性について合意が得られた。今
後、理論的・実務的両面から、本研究での仮
説とモデルとをベースにさらに検討を進め
ていくべきであるとの結論を得た。 
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